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講演録 

租税法条文の読み方 

－文理解釈か？趣旨解釈か？－ 

 

国士舘大学法学部教授 

酒 井 克 彦  

 

◆SUMMARY◆ 

 
本稿は、平成24年11年12日（月）に税務大学校和光校舎で開催された「税に関する公開講
座」での国士舘大学法学部酒井克彦教授による講演内容を取りまとめたものである。 
本講演では、「租税法条文の読み方」、副題「文理解釈か？趣旨解釈か？」と題し、租税
法令を適用する際における条文の解釈手法について分かりやすく解説しながら、どのように
解釈を行っていくべきかが解説されている。  
なお、本講演録を取りまとめるに当たり、酒井克彦教授に必要に応じて若干の加筆等をし
ていただいた。（平成25年4月26日税務大学校ホームページ掲載） 

（税大ジャーナル編集部） 
 

 

本内容については、すべて執筆者の個人的見解であり、税

務大学校、国税庁あるいは国税不服審判所等の公式見解を示

すものではありません。 
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はじめに 

ただいまご紹介にあずかりました酒井でご
ざいます。今日は、「租税法条文の読み方」と
いう題名でお話をするということになりまし
たので、お付き合いいただきたいと思います。 
具体的には、まさに今、起きている解釈論
の問題について、副題にもありますとおり、
「文理解釈か？趣旨解釈か？」ということで
話を進めていきたいと思います。 

ご案内のとおり、この「税を考える週間」
は、租税法、あるいは税制というものについ
て、皆さんが主体的によく考え、そして、自
分たちがいかなる根拠のもとに税金を負担し
ているのか、そして、あるべき社会、あるべ
き税制というものはどういうものなのか、こ
れを自分たちのものとして考えていこうでは

ないかという啓蒙週間です。制度や法律とい
うのは、初めから与えられているものではな
く、自分たちが政治参画あるいは社会参画を
して形成していくものでもあります。した
がって、そこで要請される主体的な視座で税
制を考え、普段あまり考えることのないこと
であってもこの時期にしっかり考えていこう
ではないかという趣旨が出たものだというよ
うに、私は理解しております。 

そこで、今日は、租税法律主義という考え
方に則った法律の解釈というものを、少し考
えてみたいというわけであります。 

 

Ⅰ 租税法律主義 
そもそも、租税法律主義とは何でしょうか。
我が国の憲法は、法律に基づいてしか税金を
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課すことあるいは徴収することはないのだと
言っているわけです。憲法は全条文 103条し
かないなかにあって、憲法 30条、84条とい
うこの 2か所にわたって租税は法律に従って
負担するものであるということが書かれてい
ます。逆に言えば、法律に根拠がない場合に
は、課税されることはないという点の保障を
しているわけでもあります。よく「通達行政」
という言葉がありますが、当然ながら、通達
というものは法律とは異なります。法律の根
拠もなく制定されている通達というものが仮
にあるとするならば、それは憲法に反すると
いうことになるわけです。 

租税というものが、私達の公共サービス費
を支弁するための共通の経費だということ
は、私たちは共通認識として分かっているわ
けであります。この租税をどのように負担し
たらいいのか。これは、自分たちで考えれば
いいわけです。来年 90 兆円という税金（経
費）がどうしても必要だとした場合、そのた
めに各人はどれだけの負担をしたらいいの
か。残念なことに、税金で全歳入を賄える状
況にないのは皆さんご案内のとおりでありま
すが、そのうちの約半分については、税金で
負担をすると。さて、その税金の負担―いか
にして、誰がどのような形で負担をするかと
いうこと―は自分たちで決めて、そして自分
たちで決めたルールに従って自分たちで納付
するという仕組みをみんなで決めるというの
が租税法律主義の基礎となる考え方です。 

ところで、自分たち全員で国会に集まって
議論することはできませんので、実際には、
次善の策として自分たちの代表者を選出し、
その代表者たちが国会で議論をし、法律をつ
くっているわけです。このように、フィクショ
ンは入っていながらも、皆さんの同意した内
容で法律は出来上がっているということにな
ります。「私は所得税法をつくった覚えはな
い」と言われるかもしれません。所得税法自
体は明治 20 年に既に導入されています。そ

ういうことはあるかもしれませんが、そこは
ある種のフィクションを設けつつ、そのよう
に自分たちがつくったものに応じて、自分た
ちが負担をするわけであります。これを「自
己同意」というように言います。 

東京大学名誉教授の金子宏先生は、租税法
律主義について「租税は、公共サービスの資
金を調達するために、国民の富の一部を国家
の手に移すものであるから、その賦課・徴収
は必ず法律の根拠に基づいて行われなければ
ならない。換言すれば、法律の根拠に基づく
ことなしには、国家は租税を賦課・徴収する
ことはできず、国民は租税の納付を要求され
ることはない。この原則を租税法律主義とい
う。」と言われています(1)。それ以外の形で、
租税が賦課・徴収されるということになれば、
それは憲法に抵触すると言わざるを得ないわ
けであります。この法律に基礎付けられると
いう考え方を「自己同意」と言うわけです。
例えば、「所得が 1,800 万円以上ある人は所
得の 40％を納める」というような法律をみん
なで決め、そのみんなで決めた法律に従って
でしか、自分の財産権からの負担というもの
は強制されないということです。もともと、
憲法 29 条では財産権が保障されていますか
ら、自分たちの同意しないものについて、財
産を拠出しなければいけないという考え方は、
原則としては採り得ないわけです。 

租税法律主義は、そのような自分で同意し
た法律の内容に従って、納税義務を負担する
というところに、由来があります。これは、
諸外国においても同様に採用されている考え
方です。そして、皆さんがよくご存じのとお
り、アメリカでも同じように考えられたわけ
です。すなわち、イギリスから大西洋を渡っ
た入植者達は紅茶を作っていました。ところ
が、茶税というお茶に対する重税がかけられ
ると、アメリカに渡ってきたイギリス人は、
本国で決められた法律に従うことになるにも
かかわらず、本国議会に代表者を送り込んで
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ないことから、自分たちが同意していない法
律に従って重い租税が課されるということに
なるわけです。これは考え方としてはおかし
いのではないかということで暴動になりまし
て、東インド会社が積み込んだ紅茶をボスト
ン湾の中に投げ込んで海一面が紅茶色に染
まったという、有名なボストンティーパー
ティー事件（編集部注：1773年）が発生しま
した。これが発端となって、「代表なければ課
税なし」というスローガンを掲げて、アメリ
カの独立運動が進んだと言われております。
このように、租税法律主義というのは、世界
的にも共通に認識されている考え方であると
言えます。 

さて、この租税法律主義は、スローガンと
して掲げられていればいいわけではなくて、
当然ながら、きちんと法の適用というものに
機能していなければ何の意味もない、絵にか
いた餅になってしまいます。法律に従って課
税をし、そして、法律に従った租税負担が実
現するという、この考え方が本当の意味で実
行されるためには、条文の解釈適用という問
題が疎かになっていてはいけないわけです。
すなわち、条文に書いてあるとおりに税金が
課されるということが担保されていなけれ
ば、租税法律主義がただの謳い文句に終わっ
てしまうのではないかと、こういうわけであ
ります。 

そこで、条文をどう解釈したらいいのか、
あるいは条文をどう読んだらいいのかという
ことに話を進めなければいけないわけです。
解釈次第で法の内容が変わってしまうなどと
いうことがあれば、せっかくみんなで話し
合って決めたルールが、適用の段階でみんな
の意思を反映していないものになってしま
う。すなわち、自己同意が及ばない租税法の
適用ということになってしまいますので、租
税法律主義の理解からは遠く離れてしまうこ
とになります。 

そこで、この解釈の問題について少し具体

的な事例を踏まえながら、お話をしてみたい
と思います。まず、条文の解釈手法、どのよ
うに条文を読むべきなのかということを簡単
に概観した後に、具体的事件を取り上げて、
この問題を皆さんと共有したいと考えており
ます。 

 

Ⅱ 解釈技術－文理解釈と目的論的解釈 

さて、解釈技術における「文理解釈」とい
うものは何なのか、それに対峙する「目的論
的解釈」というものは何なのか、この 2つの
解釈の条文の読み方をみていきます。 

「文理解釈」というのは、条文が書いてあ
る文章にできるだけ忠実に、できるだけそこ
に歪みを生じさせないように理解をするとい
う考え方です。条文というものは、みんなで
話し合って決めた内容が最も忠実に書き表さ
れている文章であり、その文章の書いてある
とおりに理解をしなければならないというこ
とです。条文に書いてある文言から離れて理
解をする、例えば、課税当局が自分勝手な解
釈をすることによって、法律が予定している
以上に納税義務が負わされてしまえば、それ
は先ほど申し上げた、租税法律主義の考え方
から距離を置いてしまうことになりますし、
他方で納税者が、自分勝手の、都合のいいよ
うに解釈をして、税金の負担を免れようとす
ることになってしまえば、みんなが公平に租
税を負担しようとして考えたルールからどん
どん離れていってしまいます。そこで、「文理
解釈」というものが優先されるというような
お話をしておきたいと思います。 

次に「目的論的解釈」。皆さんは「趣旨解釈」
という言葉としておなじみかともしれません
が、これをここでは「目的論的解釈」という
言葉で説明させていただきます。 

法の解釈の場面でしばしば問題となるのが
法の欠如のケースです。すなわち、法の規定
がないという場面があるわけです。その場合
に、その直接の法の規定が存在しない部分に
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ついての法規範が何かを確定するために様々
な解釈技術が持ち込まれることになります。
この法の欠如には 2 つのケースがあります。
1つが「法の空白」、もう 1つが「法の欠缺」
というものです。 

「法の空白」というのは、法律にそういっ
た条文を設けていないことを言います。例え
ば、法人税法に殺人に関する規定は書かれて
いません。それは、書く必要がないからです。
書かなくていいから、あるいは書いてはいけ
ないからであります。いずれにしても、書か
ないということがもともと立法者の意思にあ
るわけです。こういうものを「法の空白」と
言います。  

それとは別に問題なのは、書くべきものが
きちんと書かれていないという場合です。こ
れを「法の欠缺」と言います。もちろん立法
は人間による作業ですから、全てのことに思
いを至らせて、法律を提案するというわけに
はなかなかまいりません。私達の代表者は国
会でいろいろなことを議論していますが、お
よそ全てのことを考えて法がつくられている
わけではありません。したがいまして、必ず
「法の欠缺」が出てくるわけですが、「法の欠
缺」があった場合であっても法の適用をあき
らめるわけにいかないので、そこで解釈とい
うものが出てくるわけです。この場合、条文
はどう読み解いたらいいのであろうか、どう
適用したらいいのであろうかということを一
生懸命考えるわけです。この「法の欠缺」が
あった場合に、その成文法をどう理解するの
か。もともと成文法には「法の欠缺」がある
のは当然なわけであります。 

では、大きく分けて、「文理解釈」と「目的
論的解釈」の 2つを見ていきましょう。 

１ 文理解釈 

まず、「文理解釈」というのを先に見ておき
ましょう。 

元内閣法制局長官の林修三氏は「わが国の
ような成文法主義をとる国では、法令の解釈

は、まず、成文法の文理解釈から始められる。
現在のわが国においては、社会のあらゆる分
野において、法的規制を必要とすることがら
については、一応、成文法令が整っていると
いうのが建前であるから、法令の解釈は、ま
ず、ある具体的事件に適用されるべき法令を
発見し、検認し、その法令の法文の意味を文
理解釈することから始められなければならな
い。」という言い方をされています(2)。 

これまで無定義でいましたが、ここに言う
「文理解釈」とは、「法令の規定を、その規定
の文字や、文章の意味するところに即して解
釈をする」という意味です。ただ単に、「文字
解釈」というのと分けて理解がされています。
「文字解釈」というのは、殊更その文字だけ
を抽出してきて、この前後の文脈を無視して
議論する、解釈をしようとするわけです。し
かし、「文理解釈」というのは、きちんと文脈
を読んで、こういうふうに書いてあるという
ことを踏まえた上で解釈をしようという立場
であります。細かいですが、このような点で
「文字解釈」というものとは違うといえます。
恣意的な解釈の排除という趣旨や、あるいは
法的安定性・予測可能性の要請という点から
は、「文理解釈」は最も優れていると言われて
います。 

先ほど言いましたように、条文は書いてあ
るとおりに理解しなければなりません。例え
ば、条文には死亡したときはこれこれの税金
がかかると書いてあるにもかかわらず、これ
を病気になったときにまで課税をするという
ふうに読んでしまえば、それは「文理解釈」
から外れてしまいますよね。このようなこと
をすると、課税権の濫用ということになりか
ねません。あるいは、納税者も自分に都合の
いい解釈をするということにもなりかねませ
ん。非常に不安定になってしまうわけです。
ルールブックに書いてあるとおりに適用しま
しょうというわけです。 

さて、例えば、タックス・ヘイブン対策税
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制における適用除外要件の解釈を巡って争わ
れた事例において、東京地裁平成 21 年 5 月
28 日判決(3)は、「租税法規は、多数の納税者
間の税負担の公平を図る観点から、法的安定
性の要請が強く働くから、その解釈は原則と
して文理解釈によるべきであり、文理解釈に
よっては、規定の意味内容を明らかにするこ
とが困難な場合にはじめて、規定の趣旨・目
的に照らしてその意味内容を明らかにする目
的的解釈〔ママ〕が行われるべきであって、
みだりに拡張解釈や類推解釈を行うべきでは
ない。」と判示しています。ですから、条文が
書いてあるとおりに理解しなければいけない
わけです。 

２ 目的論的解釈 

「文理解釈」が重要であるとしても、法に
はその適用を通じて実現されるべき目的との
関係において機能するものでありますから、
法の適用に当たって、「文理解釈」のみでは、
社会における正義と公平の実現を図るという
法の目的とするところを達成できない場合に
は、「文理解釈」以外の様々な方法によってこ
れを補わなければならないことは言うまでも
ありません。 

この点について、先ほどの林先生は、「実際
問題としては、法令の解釈は、よほど簡単な
問題を除き、文理解釈のみではすまず、論理
解釈を併用しなければならない場合が多いと
いえる。右の文理解釈を主とし、論理解釈を
従とする解釈態度は、すべての法令を通じて
いえることである」(4)と、おっしゃっている
わけです。 

これは言ってみれば、法の趣旨をよく斟酌
して、法の趣旨に基づいて、法律を適用しま
しょうというわけです。 

３ 目的論的解釈の解釈理念 

しかし、趣旨と一言で言っても、その趣旨
というものが非常に分かりづらいものです。
法の趣旨とは何でしょうか。「法の趣旨はこれ
これです」とどこかに書いてあるのでしょう

か。実は、比較的多くの法律には 1条ないし
2 条に、趣旨とか目的というものが書かれて
あります。普段、実務家は、あまり 1条とか
2 条は読まないのかもしれませんが、一応そ
こに書いてあります。ところが、そこに書い
てある趣旨・目的というものは、例えば、適
正な課税を実現するためなどというように、
非常にざくっとしたことしか書いてありませ
んので、それでは、本当はよく分からないわ
けです。 

そこで、その趣旨をどう理解するかという
問題関心につながってくるわけです。実際、
実務上は、例えば、財務省主税局というとこ
ろの職員が書いている『改正税法のすべて』
とか、そういった類の資料から読み取る。あ
るいは、国会での議事録を確認し、国会でど
んな議論があったのか、つまり、どんな質問
があり、提案者はそれにどのように回答して
いるのかということなどを見ながら、その条
文の趣旨を導き出していくことになるわけで
す。ほかの国では、きちんと、その提案理由
というのを細かく提示している国もあります
が、日本は、そのあたりはまだ十分に示され
ていないので、なかなかその趣旨を探るとい
うのは難しいわけです。 

ところで、「目的論的解釈」による解釈理念
には、「立法者意思説」と「法律意思説」の対
立があります。立法者が言っていることをす
ごく尊重しようという考え方を「立法者意思
説」といい、その立法者が言っていることは
参考程度に留めておいて、今の社会的現象に
応じて趣旨というものは考えるべきだという
考え方を「法律意思説」といいます。要する
に、法律というのは、昔つくられ、長い間使
われるうちに、当時想定していた立法者の考
えが今日的にはもう当てはまらないというこ
ともあるわけです。皆さん、よくご存じかも
しれませんが、例えば、電気を盗んだら、こ
れが窃盗に当たるかどうかという問題がある
わけです。電気のような、そういう言ってみ
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れば無形物、無体物についてはなかなかその
立法当時はイメージがなかったことから、法
は有体物だけを前提としていたように思われ
ます。今では、喫茶店のコンセントを黙って
使用し携帯電話に充電してしまったりとか、
そういうことがよくあるわけですね。すると、
果たして、それは人の財物を奪取したことに
なるのかどうかということにつながるわけで
す。ところが、「立法者意思説」に立って、立
法者の意見を調べたところで、その当時に、
携帯電話でどうこうなんてことは出てこない
わけです。では、どうしたらいいのか。今日
的には「法律意思説」と言って、立法者の意
思は尊重しながらも、今日的状況に適合させ
て考える、つまり法律の趣旨というのは、歴
史とともに変わり得るという考え方が優位に
たっているように思われます。 

４ 目定論的解釈の分類 

では、「目的論的解釈」には、具体的にはど
のような手法があるのかというところに話を
進めましょう。 

具体的には、①拡張解釈、②縮小解釈、③
変更解釈、④反対解釈、⑤類推解釈、そして
最終的に⑥勿論解釈、といった、様々な解釈
技術に基づいて、趣旨を織り込む手法がある
わけです。 

(1) 拡張解釈 

「拡張解釈とは、法令の規定の文字を、そ
れがふつう意味するところよりも若干ひろげ
て解釈することである。」とされています(5)。
この「拡張解釈」が許されていないと考える
方もいるかもしれませんが、今、お話をして
いる解釈技術は、全部許されているものです。
「拡張解釈」はしてはいけないのではなく、
みだりにこれをやってはいけないというだけ
です。「拡張解釈」をして、趣旨に合わせて条
文を読まないと、先ほどの例のように、電気
を盗んでも問題なしということになってしま
うわけです。「拡張解釈」というのは、許され
るわけであります。 

例えば、立入禁止というものを、立って入
る以上に拡張して解釈することが許されるか
というふうに言うわけですね。すなわち、しゃ
がんで入ることも禁止されるとする解釈が許
されるとすれば、それは「拡張解釈」を許し
たことになるわけであります。できるだけ「拡
張解釈」はしないということが前提とはされ
ていますけれども、そういう解釈技術はしば
しば使われることになるわけです。 

(2) 縮小解釈 

「縮小解釈」とは、今度は反対に、「法令の
規定の文字、用語をそれがふつう意味すると
ころよりも狭く解釈することである。」とされ
ています(6)。 

ここで 1つだけ、有名な事例をご紹介して
おきましょう。国税通則法 23条 2項 1号の
解釈に関する事例ですが、同規定について簡
単にご説明しますと、我が国は自主申告制度
ですから、申告書を自分で提出するわけです
が、提出した申告書の内容に間違いがあるこ
とを申告者が自主的に発見した場合に、原則
として 1 年（今回改正されて 5 年）までは、
更正の請求という手続をすることによって、
納め過ぎた税金を還付してもらう手続に移行
させることができるという仕組みになってい
ます。このように、5 年という期限が区切ら
れていますけれども、例えば、この納め過ぎ
た税金が、もっと長期間経ってから納め過ぎ
だったということが判明することがあるわけ
です。 

不動産所得を例にすれば、例えば、私は、
大家さんをやっており、家賃をもらって生計
を立てているとします。その家賃金額につい
て、借主との間に紛争が起きたということに
します。私は、賃貸開始 2年後から月 5万円
になると当初から約束をしていたはずだとい
うように思っていたことから、今月から 5万
円請求しようとしました。ところが、借主は
そんな約束はした覚えがないと主張し、相変
わらず 3万円のままだと主張し続けるわけで
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す。ところが、私としては、権利を主張した
いので、5 万円もらえるはずだと強く決心を
固めて、確定申告の内容も 5万円もらえるこ
とを前提として申告をしました。その後、裁
判になりました。裁判になった場合には、簡
単には結論が出るものではありません。ずっ
と待って 8年ぐらい経ってから、結論が出た
としましょう。残念ながら裁判で負けてし
まったとします。負けてしまったということ
は、これまでやってきた確定申告の内容では、
税金が納め過ぎになっていたことになるわけ
です。この場合は 5 年を過ぎていますから、
先ほどの原則的ルールからすれば、更正の請
求という税金を返還して欲しいという手続が
できなくなってしまうわけです。ところが、
このような場合には別に法律が用意されてお
り、特別な、後発的な事象があった場合には、
その事象が発生してから 2か月以内に税務署
長に更正の請求を行えば、その払い過ぎた税
金を還付請求できるという仕組みになってい
るわけであります。これが、国税通則法 23

条 2項 1号という規定です。 

少し条文を読んでみますと、「その申告、更
正又は決定に係る課税標準等又は税額等の計
算の基礎となった事実に関する訴えについて
の判決…により、その事実が当該計算の基礎
としたところと異なることが確定したとき。」
には、納税者は、同条 1項の規定にかかわら
ず、その確定した日の翌日から起算して 2か
月以内に更正の請求ができる旨が規定されて
います。すなわち、判決が出てから 2か月以
内に更正の請求をすれば、税金の還付手続が
できるということになるわけです。 

さて、この「判決」という言葉、これも、
何度も言いますが、「文理解釈」で理解をする
ということになりますね。まずは「文理解釈」
が重要です。となると、ここにいう「判決」
とは、例えば、最高裁判決のことを指してい
るのか、地方裁判所の判決のことを指してい
るのか、高等裁判所の判決のことを指してい

るのか、「判決」という言葉だけでは分かりま
せんね。しかし、「文理解釈」に従えば、裁判
所の判決であれば、ことさら狭めたり、広げ
たりということをしなくても、地裁や高裁で
もいいということになるように思われます。 

ところで、よくある話なのですが、馴れ合
い判決というのがあります。例えば、私が会
社を経営していたとします。今年、思った以
上に利益が出てしまって、相当な法人税額を
納付しなければならない確定申告を行いまし
た。ところが、この税額の負担が少し重すぎ
て、何とか納税額を減らせないだろうかと
いったことを少し画策したとしましょう。そ
こで、取引先に頼んで、ある売買契約に瑕疵
があったことにしてくれないかと依頼すると
します。でも、そんなに簡単に瑕疵があった
と言うこともできませんから、私があなたに
対して有している売掛金について、私があな
たを裁判に訴えますから、あなたはそのもと
もとの売上の契約はなかったということで私
にまた反論してくれと依頼します。そして、
私は主張を適当に行ってわざと裁判で負ける
ことにします。そうすると私は敗訴するので、
税金を多く払い過ぎていたことになりますか
ら、判決によって得られた効力で、2 か月以
内に更正の請求をすれば税金の還付を受けら
れるということになるわけです。これはいい
アイデアではないでしょうか。だって、条文
には「判決」としか書いてありませんから、
そういう馴れ合いでやるような判決だって、
判決ですよね。 

日本の裁判制度は「弁論主義」と言って、
当事者が主張したことについて、直接裁判所
に持ち込んだ資料でしか裁判所は判断しませ
ん。したがいまして、負けるのなんて簡単な
わけです。勝てる主張をしなければいいだけ
なのです。その結果、負けて 2か月以内に更
正の請求をすれば、税金を取り戻すことがで
きる。果たしてこんなことが許されるので
しょうか。しかし、「文理解釈」だけを盾にす
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れば、「判決」である限りどんな判決だってい
いことになりますね。 

この点につき、東京高裁平成 10年 7月 15

日判決(7)では、「右規定は納税者において、申
告時には予測し得なかった事態が後発的に生
じたため課税標準等又は税額等の計算の基礎
に変更をきたし、税額の減額をすべき場合に、
法定申告期限から 1年を経過していることを
理由に更正の請求を認めないとすると、帰責
事由のない納税者に酷な結果となることか
ら、例外的に更正の請求を認めて納税者の保
護を拡充しようとしたものであって、右の趣
旨からすれば、申告後に課税標準等又は税額
等の計算の基礎となる事実について判決がさ
れた場合であっても、当該判決が、当事者が
専ら納税を免れる目的で、馴れ合いによって
これを得たなど、その確定判決として有する
効力にかかわらず、その実質において客観的、
合理的根拠を欠くものであるときは、同条 2

項 1号にいう『判決』には当たらないと解す
るのが相当である。」と判示しています。すな
わち、条文には単に「判決」と書いてあるだ
けであるけれども、そんな馴れ合いで税金を
免れるためにのみ行われたような判決は、こ
こにいう「判決」には当たらないとして、条
文に書いてあるよりも、ぐっと狭めて解釈す
ることにより、馴れ合い判決を排除している
わけです。このような解釈を「縮小解釈」と
言って、これも「目的論的解釈」の 1つにな
ります。 

次に、少し難しい事案、いわゆる「外国税
額控除余裕枠事件」という最高裁まで争われ
た大変有名な事案をみていきたいと思いま
す。これは、外国税額控除という、国際的な
二重課税を排除する規定が法人税法にあるの
ですが、これを法が予定している以上に適用
しようとした例です。ここで、少しだけ資料
を読んでみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【配布資料より抜粋】 

UFJ銀行〔旧三和銀行〕事件最高裁平成 18年２月 23日第一小法廷判決（裁時 1406号
8頁）は、「法人税法 69条の定める外国税額控除の制度は、内国法人が外国法人税を納付す
ることとなる場合に、一定の限度で、その外国法人税の額を我が国の法人税の額から控除
するという制度であり、我が国の企業の海外における経済活動の振興を図るという政策的
要請の下に、国際的二重課税を防止し、海外取引に対する課税の公平と税制の中立性を維
持することを目的として設けられたものである。ところが、本件各取引は、これを全体と
して見ると、本来は内国法人が負担すべきでない外国法人税について、内国法人である本
件銀行が対価を得て引き受け、これを自らの外国税額控除の余裕枠を利用して我が国にお
いて納付されるべき法人税額を減らすことによって回収することを内容とするものである
ことは明らかである。これは、我が国の外国税額控除の制度をその本来の趣旨及び目的か
ら著しく逸脱する態様で利用することにより納税を免れ、我が国において納付されるべき
法人税額を減少させた上、この免れた税額を原資とする利益を取引関係者が分け合うため
に、本件銀行にとっては外国法人税を負担することにより損失が生ずるだけの取引をあえ
て行うものというべきであって、我が国ひいては我が国の納税者の負担の下に取引関係者
の利益を図るものにほかならない。そうすると、本件各取引は、外国税額控除の制度を濫
用するものであり、これに基づいて生じた所得に対する外国法人税を法人税法 69条の定め
る外国税額控除の対象とすることはできないというべきである。」と判示する。 

このように、規定の政策目的と無関係に形式的に仕組まれた租税回避スキームには、法
人税法 69条の外国税額控除は適用されないとしているのである。 
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ここでは、裁判所は、「これは、我が国の外
国税額控除の制度をその本来の趣旨及び目的
から著しく逸脱する態様で利用することによ
り納税を免れ、我が国において納付されるべ
き法人税額を減少させた上、この免れた税額
を原資とする利益を取引関係者が分け合うた
めに、本件銀行にとっては外国法人税を負担
することにより損失が生ずるだけの取引をあ
えて行うものというべきであって、我が国ひ
いては我が国の納税者の負担の下に取引関係
者の利益を図るものにほかならない。そうす
ると、本件各取引は、外国税控除の制度を濫
用するものであり、これに基づいて生じた所
得に対する外国法人税を法人税法 69 条の定

める外国税額控除の対象とすることはできな
い」として、外国税額控除という条文はある
のですが、その条文の適用範囲を狭めて、こ
ういう場合には適用できませんよというよう
な判断をしました。これも「縮小解釈」の例
として、話題になった事案であります。 

(3) 変更解釈 

次に、「変更解釈」という考え方があります。
これは、本来それが意味するところよりも、
別の意味に解釈をするということですが、ご
紹介するにふさわしい実際の事案があまりあ
りませんので、ご説明を割愛させていただき
ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 反対解釈 

「反対解釈」とは、「ある法令の規定をもと
として、その規定にあることが書いてあるこ
とは、その裏として、それと逆の場合には逆
の効果が生ずるというような趣旨の規定をも
含んでいるものと解釈するやり方である。」と
されています(8)。これは少し分かりにくいか
もしれません。これを「文理解釈」だと整理
することもできるのですが、ここでは、一応
の整理として、「目的論的解釈」の中でご説明
することにしましょう。 

例えば、「隠ぺい仮装行為」というものを
行った場合、重加算税の規定の適用があるわ
けです。これに対して、それにすごく似てい
る言葉で、「偽りその他不正の行為」というも
のがあります。これは、国税通則法 70 条 4

項、まだご紹介する事案の当時は、70 条 5

項でありましたが、そういった行為があった
場合には、7年間遡及課税をするというのが、
当時の規定です。国税通則法 68 条という条
文には、隠ぺい仮装行為があったときに重加
算税を課すると規定され、同法 70 条 5 項と

【配布資料より抜粋】 

変更解釈というのは、法令の規定の文字を変更して、本来それが意味するところよりも
別の意味に解釈することである（林･常識 120頁以下）。 

 

明らかに立法上のミスと考えられる場合にのみ変更解釈は許容されると思われるが、し
かしながら、それでも、変更解釈は、軽々とすべきものではなかろう。もっとも、変更解
釈が絶対に許されないかといえばそうではなく、法文上の誤りが明白で、しかも、そうい
う変更解釈をした方が、法秩序全体の調和の維持にも役立ち、他の法令との関係も矛盾な
く解釈でき、かつ、不当に個人の人権を侵害せず、社会の正義と公平の要求にも合致する
ような場合にのみこの変更解釈を認めても差し支えないと考えられるのである（林･常識
123頁）。 

 

（注）上記中「林・常識」とは、林修三『法令解釈の常識〔第 2版〕』（日本評論社 1999）
を示す。 
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いう条文には、「偽りその他不正の行為」が
あったときに 7年間遡及して課税をすること

ができると規定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで、1 つの例を取り上げましょう。私
が税理士に確定申告書の作成を頼んだとこ
ろ、その税理士が偽りその他不正の行為、あ
るいは隠ぺい仮装行為をしていた、というこ
とがあったとします。あってはいけない事例
ではありますが、大変有名な事案があります。
その場合、もし、税理士が隠ぺい仮装行為を
行っていたのでしたら、私に重加算税が適用
されたり、7 年間も遡及課税されるのはおか
しいのではないか、とこういう疑問もありま
す。 

要するに、何を言っているかというと、先
ほどの 2つの条文があるわけです。国税通則
法 68条には、「納税者がその国税の課税標準
等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の
全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その
隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税
申告書を提出していたとき」に重加算税がか
かると記載されています。ここには、「納税者
が」と書いてあるのです。それに対して、国
税通則法 70 条 5 項には「偽りその他不正の

行為によりその全部若しくは一部の税額を免
れ、若しくはその全部若しくは一部の税額の
還付を受けた国税についての更正決定等又は
偽りその他不正の行為により当該課税期間に
おいて生じた純損失等の金額が過大にあるも
のとする納税申告書を提出していた場合」に
7 年間課税が遡及されると規定されていま
す。ここには、「納税者が」という言葉がない
のです。ということは、似たような 2つの条
文であるのに、片方の条文には書いてあるも
のが他方の条文には書かれていないというこ
とは、書かれていないのにはそれなりの理由
があるのだろうというように、その趣旨を導
き出して、条文解釈をしようというわけです。
言ってみれば、あっちにはあるけれどもこっ
ちにはないということは、そこには、それな
りの意味があるのだからその意味内容に照ら
して考えるべきだという、そういう文脈であ
ります。 

結論から言いますと、「偽りその他不正の行
為」は、納税者本人の行為でなくても遡及課

【配布資料より抜粋】 

東京高裁平成 15年 12月 9日判決(民集 60巻 4号 1823頁)は、国税通則法 70条 5項に
いう「偽りその他不正の行為」の主体は納税者と解するのが相当であり、本件では、一審
原告は、自ら確定申告書の作成、提出にかかわっていないし、A 税理士が架空経費を計上
して確定申告書を提出するとの認識はなかったのであり、後に査察によってこの事実を知
り、本件修正申告に及んだのであるから、原告に「偽りその他不正の行為」があったとす
ることはできないとしたが、これに対して、上告審最高裁平成 18年 4月 25日第三小法廷
判決(民集 60巻 4号 1728頁)は、最高裁 17年 1月 17日第二小法廷判決(民集 59巻 1号 28

頁)を引用して、国税通則法 70 条 5 項は、行為者を納税者本人が偽りその他不正の行為を
行った場合に限定した規定であるとは限らないと判示した。 

最高裁 17年 1月 17日判決は、「国税通則法 70条 5項の文理及び立法趣旨にかんがみれ
ば、同項は、納税者本人が偽りその他不正の行為を行った場合に限らず、納税者から申告
の委任を受けた者が偽りその他不正の行為を行い、これにより納税者が税額の全部又は一
部を免れた場合にも適用されるものというべきである。〔下線筆者〕」と判示しているので
ある。 
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税がなされるという解釈が最高裁で判断され
ました。すなわち、納税者本人ではなく、他
人の行為である場合についても、7 年間遡及
課税があるわけです。これに対して、重加算
税については、納税者本人がやった行為ある
いは納税者が他人に依頼してやらせた行為、
こういうものだけが「納税者が」という条文
に当てはまる隠ぺい仮装行為だと整理された
わけです。考えてみれば、ペナルティーであ
る重加算税は、やはりそのやっている人の行
為性が問題なのですから納税者本人が行為者
でないのであれば、そこに重加算税を課すこ
とは妥当ではないわけです。それに対して、
7 年間遡及課税の問題は、納税者本人が「偽
りその他不正の行為」を行ったものではなく
ても、他人の行為であったしても、そのおか
げで税金を免れていたのであれば、本来はき
ちんと納めるべき税金だったはずなのだとい
うことで、もちろんずっと昔まで遡及すると
いうわけにもいきませんから 7年間という期
限はありますが、納付の必要はあるのだと考
えるわけです。そこで、本人性というものが
本税、すなわち国税通則法 70 条 5 項の場合
には求められていないというように考えられ
ているわけです。これが最高裁の考え方です。
このように、書かれていないということの意
味が「反対解釈」されるというわけです。 

さて、皆さんと少し考えてみたいのですが、
所得税法には配偶者控除というものがありま
すね。配偶者控除の規定の適用を巡っては、
従来から大きな議論がありました。それは、
事実上の配偶者、内縁の妻に配偶者控除が適
用できるのだろうか、という問題です。内縁
関係というのはずっと昔からある問題であり
まして、民法では、この内縁関係については
準婚理論、あるいは婚姻予約理論というもの
を使って、内縁配偶者に対しても、本来の配
偶者と同じように、保護の対象としようとし
ていることは、ご存じかもしれません。そこ
で、租税法ではどうなるのであろうかという

問題があるのです。租税法も同じ法ですから、
民法と同様に考えるべきなのではないかとい
う考え方があってもおかしくありません。も
ちろん、租税法は租税法律主義に支配されて
いますから、まずは条文の文理、すなわち条
文に従って考えを展開していく必要がありま
す。ただの観念論ではできないわけです。租
税法というのは、財産権の侵害規範とも言わ
れていますから、それだけ法律解釈が厳格に
なされるというわけです。 

具体的な条文を少し見ておきましょう。所
得税法 83 条というところに配偶者控除の規
定があります。ここに、内縁の配偶者が対象
になるのか、ならないのかの手がかりがある
のでしょうか。同条には「居住者が控除対象
配偶者を有する場合には、その居住者のその
年分の総所得金額、退職所得金額又は山林所
得金額から 38万円を控除する。」と規定され
ています。ただ単に「控除対象配偶者を有す
る場合には」としか規定されていませんから、
この「控除対象配偶者」の中に内縁の配偶者
が入るかどうかが分かりません。 

ところで、所得税法 2 条には、別途、「控
除対象配偶者」についての定義規定がありま
す。同条 1 項 33 号には「居住者の配偶者で
その居住者と生計を一にするもの…のうち、
合計所得金額が 38 万円以下である者をい
う。」と規定されています。すなわち、居住者
の配偶者で生計を一にして、ある一定の所得
金額以下の人だけが「控除対象配偶者」とい
うわけです。これ以上、何も手がかりはあり
ません。「居住者の配偶者」としか書いてあり
ません。では、この「配偶者」という言葉の
意味内容はどのように解釈したらいいので
しょうか。ここで、配偶者とは、租税法だけ
で使われている言葉であろうかという疑問を
誰もが思い浮かべるわけです。民法で使われ
ているではないか、むしろ、民法から借りて
きた概念だろうということで、これを専門家
の間では「借用概念」と表現しています。と
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いうことは、民法に合わせてこれを解釈すれ
ばいいのではなかろうかということになりま
す。ところが、民法を見ても何も定義されて
いません。そうなると、解釈は行き詰ってし

まうわけです。 

少し古い判決ですが、大阪地裁昭和 36年 9

月 19日判決(9)を一緒に見てみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行法では配偶者控除といいますが、当時
は扶養控除の中に入っていたので、内縁の配
偶者の扶養控除該当性という議論になってい
ます。大阪地裁は「扶養控除の制度は納税義
務者の個人的事情を斟酌して、できるだけ税
負担をその負担能力に合致させようという趣
旨にでているものと解せられる。納税義務者
が所得を同じくする場合には、扶養家族のな
い者とこれのある者、又は扶養家族の少ない
者と多い者とでは、それぞれの担税力に差異
があるからである。従ってこの制度では、納
税義務者の現実生活における扶養の実体を把
握することが重要である。」と言っているわけ
です。すなわち、何のために扶養控除―今で
言えば配偶者控除―があるのかというと、扶
養者を多く抱えている居住者と、少なく抱え
ている居住者との間には当然ながら税を負担
するパワー、担税力に違いがあるだろうと。
扶養控除は、この担税力が扶養者がいること
により減殺されてしまうことを考慮してでき
ている制度であるから、実際に扶養している
人がどこにいるのかを見た上でこの条文の適
用を行うべきだと言っているわけです。 

そして、大阪地裁は、「法律上の配偶者も内
縁の配偶者も、ともに現実生活において扶養
義務に基き扶養される者であるという点では
差異はないから、内縁の配偶者のある納税義
務者にも扶養控除を認めることに合理性はあ

る。」とし、さらに「扶養控除の対象を婚姻し
た配偶者に限定したとしても、婚姻の届出を
することによりその利益を受けることができ
る。しかし、そのことの故を以て、内縁の配
偶者につき扶養控除を否定すべきではない。」
と判示をしています。要するに、実態として
は、役所に紙 1枚出すか出さないかの違いで
あり、実際の担税力という意味では、紙 1枚
で変わるものではないとして、内縁の配偶者
に配偶者控除の規定を働かせることについて
も、そこには合理性があると言っているわけ
です。もう少し資料を読んでいきましょう。 

「婚姻の届出は、当事者双方によりなされ
るべく、扶養控除を欲する納税義務者が単独
でなし得るところでない。内縁の存在は古来
の慣習その他種々の複雑なる事情に基くもの
であって民法が法律婚主義を採用している以
上は免れ難いところである。されば、学説判
例も立法（各種の社会立法、給与法等）も、
この現実を肯定し、内縁関係にも婚姻関係と
同様の保護を与えるべく、努力が続けられて
いる。」 

判決はこのように論じた上で、まず、税法
上内縁の配偶者を法律上の配偶者と同一に取
り扱うことは、決して民法が法律婚主義を採
用した趣旨に反するものではないとし、内縁
の配偶者のある納税義務者に扶養控除を認め
ることが、他の納税義務者との関係で、又は

【配布資料より抜粋】 

同地裁【編集部注：大阪地裁】は、「扶養控除の制度は納税義務者の個人的事情を斟酌し
て、できるだけ税負担をその負担能力に合致させようという趣旨にでているものと解せら
れる。納税義務者が所得を同じくする場合には、扶養家族のない者とこれのある者、又は
扶養家族の少ない者と多い者とでは、それぞれの担税力に差異があるからである。従って
この制度では、納税義務者の現実生活における扶養の実体を把握することが重要である。」
とする。 
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徴税事務との関係で何らかの不都合を生じな
いかの検討に、シフトしています。 

すなわち、所得税額は、法律の定める税率
によって各納税義務者ごとに計算されるもの
であるから、内縁の配偶者のある納税義務者
に扶養控除を認めたとしたとしても、他の納
税義務者に不利益をもたらすいわれはないか
ら、問題は徴税事務に重大な支障を来しはし
ないか、という点だとしています。実際は、
徴税実務上どうなのでしょうか。課税当局が
内縁を認定することが本当にできるのでしょ
うか。実はこのような問題が待っているわけ
です。 

ところで、国税徴収法 75 条《一般の差押
禁止財産》では「次に掲げる財産は、差し押
さえることができない」として、同条 1号で
は「滞納者及びその者と生計を一にする配偶
者（届出をしていないが、事実上婚姻関係に
ある者を含む。）その他の親族（以下「生計を
一にする親族」という。）の生活に欠くことが
できない衣服、寝具、家具、台所用品、畳及
び建具」と規定し、こういう人が所持してい
る家具などについては、差押えをしてはいけ
ないとしているのです。ということは、徴税
実務が少なくとも「事実上婚姻関係にある者」
を認定できることを前提として、法律がつく
られていることは明らかなわけです。これを
踏まえますと、必ずしも徴税実務上、事実上
の婚姻関係にある者を認定することが重大な
支障を来すとは言えないように思われます。
現に、例えば、年金実務や保険実務では、内
縁関係者を認定して、年金事務等を行ってい
るわけでありますから、そういう点からする
と、特に租税行政についてだけ問題が生じる
というのも少し不整合のような気がするわけ
です。判決は、そのようなことから、徴税実
務上もさして問題はないということで、結論
づけています。 

そのような説示の上で、結局、判決では、
「およそわが法体系上、ある法律分野におけ

る法律用語は他の分野においても同一意味を
有するのが原則であるから、ある法律で単に
『配偶者』及び『親族』と規定している場合
には民法上の配偶者（すなわち婚姻届をした
配偶者）及び親族を指称すべきものである。」
と判示しています。 

どういうことかと申しますと、先ほどご紹
介しました所得税法 2条 1項 33号では「居
住者の配偶者」とはいっていますけれども、
括弧して「内縁の配偶者を含む」とは書いて
ありません。ところが、先ほどの国税徴収法
75条 1号では「配偶者」の後に括弧して「届
出をしていないが、事実上婚姻関係にある者
を含む」とし、内縁配偶者を含むと明確に書
いてあります。ということは、わざわざ内縁
関係者を含むと書いてある規定と、書いてい
ない規定が租税法の中にあるわけですから、
ここで、「反対解釈」、すなわち書いていない
なら、書いていないなりの意味があるのだろ
うと考えて、条文を読んでいこうとするわけ
です。すなわち、所得税法上は「配偶者」と
のみ書いてあるだけですので、事実上の配偶
者をも入れようとしている趣旨は、およそ導
き出せないと解釈できるわけです。したがっ
て、そう考えると、国税徴収法との違いは明
らかですね。書いてないということには、書
いてないなりの意味がある。すなわち、法は、
その配偶者の中に、その内縁の妻を入れよう
としない趣旨をもともと持っていると理解を
して、「反対解釈」を展開しているわけであり
ます。 

やや、分かりづらい判決でありましたが、
結論から言うと、届出をしていない内縁の配
偶者は、法の趣旨からして、この配偶者控除
の対象とはならないとしているのです。内縁
の配偶者は、配偶者控除の適用はないと今日
的には理解されておりまして、この考え方は、
別の最高裁判決でも承認されています。判
例・学説は、あるいは課税実務は、内縁の配
偶者は、配偶者控除の対象と解しておりませ
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ん。これは、相続税法も同様であります。な
かなか難しいところではありますが、このよ
うな考え方があります。 

(5) 類推解釈 

他方で、「類推解釈」というのを見てみたい
と思います。この「類推解釈」というのは、
「似かよったことがらのうち、一方について
だけ規定があって、他方については、明文の
規定がない場合に、その規定と同じ趣旨の規
定が他方にあるものと考えて解釈する方法の
ことである。」とされています(10)。ただ、「類
推解釈」は、あまり、これをすることは許さ
れないというように一般に考えられていまし
て、何でもかんでも似たような条文を持って
きて類推して適用するといった状況は、およ
そ法が求めている、本来の条文というものを
尊重する態度から離れていくわけですから、
できるだけ避けるべきと考えられています。 

(6) 勿論解釈 

「勿論解釈」とは、「類推解釈」の一類型と
もされ、「ある法令の規定の立法の目的、趣旨
等からみて、他の場合には明文の規定はない
が、それと同じ趣旨の規定があると解するこ
とが条理の上から当然のことである、もちろ
んのことであると考えられる場合にとられる
解釈方法である。」とされています(11)。つま
り、書かれてはいないけれども、それは、も
ちろん、そう当然読むから書かれていないの
だという解釈方法です。文脈から分かるであ
ろうというようなことは、「勿論解釈」をする
という言い方であります。 

所得税法 56 条(12)という条文があります。
これは、親族内で、役務提供対価を支払って
も、必要経費にはしないという規定です。今、
大変注目をされている条文の 1つですが、例
えば、魚屋さんをやっているお父さんが、い
つも一緒に働いているお母さんに給料を支
払っても、それは必要経費にしないという考
え方です。もちろん、青色事業専従者控除や、
あるいは白色の専従者控除とは別の話です。

この 56 条の条文を読むと、不動産所得、事
業所得、山林所得しかその対象になっていま
せん。雑所得が対象になっていないではない
かと、すぐ気がつくわけです。雑所得におい
ても同じようなことは幾らでもあるのに、な
ぜ書かれていないのだろうと。このときに、
「勿論解釈」というのが展開されると、事業
所得でさえ所得税法 56 条の対象になってい
るのだから、より小さな規模で家計と混沌と
しているような雑所得については、当然この
規定が適用されるだろうとする考え方になる
わけです。 

 

Ⅲ 事案の紹介 

さて、急ぎ足で様々な解釈手法、「目的論的
解釈」を見てまいりました。 

これらの理解を踏まえまして、最後に事案
を 2つほど見てみたいと思います。 

まず 1つ目の事案は、ホステス報酬に係る
源泉徴収税額が争点となった事例です。ホス
テスさんというのは、バーやキャバレー、ナ
イトクラブで、客とダンスをしたり、お酒を
接待したりする、あのホステスさんのことで
すが、ホステスさんというのは言ってみれば
1人の個人事業主です。そのホステスさんに、
例えばキャバレーの事業主が、報酬を支払う
わけです。その報酬を支払うときに、報酬金
額から税金を天引きする、源泉徴収をするわ
けですが、その源泉徴収の仕方が大きな問題
となって、最高裁まで争われたという、最近
大変注目された事案があります。 

ある事案でホステスさんは、月に 2回、報
酬をもらえることになっていたとしましょ
う。例えば、毎月 15日、そして末日 30日あ
るいは 31 日に報酬をもらうというルールで
あったりするわけです。その源泉徴収をする
ときには条文に従って計算をするわけです
が、その条文の読み方が問題となったわけで
す。 

もう 1つの事案は、従業員が受け取る保険
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金に係る一時所得の金額の計算において、会
社がそれまで負担してきた生命保険料を控除
することが許されるかどうかというもので
す。会社がその社長を被保険者として保険会
社と契約をすることはよくありますが、例え
ば、その社長さんに掛けられた保険料を会社
が支払うわけです。その場合、会社側は法人
税の金額の計算をする際に保険料を損金とし
て経費計算をするわけですが、最終的に、も
し、社長さんが元気なうちに満期が来てその
保険金を社長さん自身がもらった場合には、
社長さんの一時所得となり、社長さん個人に
所得税がかかります。その際、社長さん個人
の所得税の金額の計算をするときに、法人が
損金に算入していた支払保険料を保険金の計
算から引くことができるのだろうか、という
ことが問題となりました。これも大変注目を

されまして、最高裁判決がありますので、見
てみたいと思います。これら 2つの事例でも
やはり、その条文を「文理解釈」すべきなの
か、すなわち条文、文章に基づいて理解すべ
きなのか、あるいは、その趣旨をよく読み解
いて、目的論的に解釈をすべきなのか、こん
なことが議論されました。 

１ ホステス報酬に係る源泉徴収税額が争点

となった事例(13) 

最高裁の最近の平成 22 年の判決でござい
ますが、どういう事案かと言いますと、パブ
クラブを経営する Xという人が、本来納める
べきである源泉徴収税額が足りないとして、
税務当局から指摘を受けたという事案です。
ホステスの源泉徴収はどのように計算されて
いるかを簡単に算式で示すと次のようになり
ます。 

 

 

 

 

 

 

同一人に対して、1 回に支払われる金額か
ら次の金額を控除し、そこに 10％の税率を掛
けましょうというもので、これが源泉徴収税
額となります。何を控除するかといいますと、
言ってみればここは必要経費的な部分です
が、「5,000円×当該支払金額の計算期間の日
数」分だけ引くことができます。ホステスさ
んは、いわば、１人で一事業所得者として商
売を行っているようなものですから、本当で
したら、具体的にかかった必要経費の額を計
算して、それを例えば、雇用主であるキャバ
レーの事業者に教えて、その分だけ控除して
源泉徴収をしてもらえばいいわけです。しか
し、なかなかそのようなことはできませんの
で、概算経費的な計算をするわけですね。
5,000 円×働いた日数をこの支払金額から控
除して、その残りの金額から 10％の源泉徴収

をすればいいとする仕組みであります。 

ところが、問題は、この算式にある、「当該
支払金額の計算期間の日数」の意味なのです。
「計算期間の日数」については、所得税法に
定義がありません。なぜなのでしょうか。先
ほど少し言いましたが、月に 2回支払がある
わけです。例えば、12月 1日から 15日まで
の分は、15日に支払い、16日から 31日まで
の分は、31日に支払いますといったルールが
想像できますね。この場合に、例えば、その
キャバレーで働いている“ルミ”さんという
女性は、前半の 15 日中 8 日しか働いていな
かったとします。すると、8 日分に 5,000 円
を掛けて計算して控除するのか、あるいは 15

日分に 5,000円を掛けて計算して控除するこ
とができるのかで大きな違いがあります。こ
の控除額の計算を必要経費の計算と見るなら

【配布資料より抜粋】 

 

 

 

  （所法 205二、所令 322） 

同一人に対して 1回 

に支払われる金額 

当該支払金額の
計算期間の日数

－ 5,000円× ×10％ ＝ 基礎控除方式 
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ば、できるだけ必要経費の実額に近い計算を
した方がよいですね。源泉徴収計算において
も概算ではありますけれども、少しでも実額
に近い方がいいので、本当に出勤した日の日
数、つまり 8日を基礎に計算するのではない
かというように、税務当局は考えたわけです。
これに対して、Xというこの事案の源泉徴収
義務者は、そうではなく、「支払金額の計算期
間の日数」と規定されているのですから、「計
算期間の日数」といえば 15 日分控除するこ
とが可能であるとして、5,000円×15日を控
除金額として計算をしたわけです。さて、果
たしてどちらの理解が正しいのでしょうかと
いう事案でした。 

この事案は、結局、最高裁までもつれ込み
ました。東京高裁は、そもそも、できるだけ
この必要経費に近似する額を控除することが
この制度の目的であるとし、すなわち、趣旨
から見て、目的論的に解釈すれば、当然なが
ら勤務日数の 8 日分しか控除できないとし
て、結果的に課税当局の課税処分を正しいも
のと判断したわけです。そして、最高裁に上
告されたのですが、判断がひっ繰り返りまし
た。最高裁は、「一般に『期間』とは、ある時
点から他の時点までの時間的隔たりといっ
た、時的連続性を持った概念であると解され
ているから、所得税法施行令322条にいう『当
該支払金額の計算期間』も、当該支払金額の
計算の基礎となった期間の初日から末日まで
という時的連続性を持った概念と解するのが
自然であり、これと異なる解釈を採るべき根
拠となる規定は見当たらない。」と判示してい
ます。「租税法規はみだりに規定の文言を離れ
て解釈すべきでものではなく、原審のような
解釈を採ることは、上記のとおり、文言上困
難」だと判示しています。 

そこで、もう一度先ほどの算式に戻って確
認いたしましょう。すなわち、この「5,000

円×当該支払金額の計算期間の日数」です。
この「期間」を、東京高裁は、勤務日数分だ

け、すなわち 8日分だけ控除できると言った
わけです。それは、そもそもこれは、必要経
費の計算を技術的にさせるものであるから、
できるだけ実態に応じた計算をしなければい
けないため、例えば 8日間しか働いていない
人に 15 日分の控除を認めることは、実態に
応じていない計算であると、東京高裁は整理
したわけです。ところが、最高裁は、今日の
お話でも最初にいたしましたとおり、何より
も「文理解釈」が大事で、条文の解釈が文字
で書いてある、まず、文章に書いてあるとこ
ろに素直に適合させて、それに当てはめて解
釈をすべきであり、「計算期間の日数」と言っ
ているからには、「期間」とは何かというのを
第一に考えなければいけないという考えを示
しました。 

期間といえば、普通、ここからここまでと
いう時的連続性を持った概念で、この間の 1

日ごとを抜き出してくることを期間とは言わ
ないというのが最高裁の考え方で、15日全部
を控除することが可能であると判示したわけ
です。これは、ある意味では、すごく衝撃的
な判断でありました。実態から離れているの
ではないかという反論を判例評釈で示される
否定論者もいらっしゃいますし、すばらしく
「文理解釈」に従った解釈を展開した最も解
釈論に忠実な判断であるという肯定論者もい
ます。これは、見解の分かれているところで
あります。 

２ 保険金に係る一時所得の金額の計算にお

いて会社が負担した生命保険料を控除する

ことが許されるか？(14) 

もう 1つ事案をお示ししておきましょう。 
これは、原告 Xが経営する医療法人が契約
者となって保険料を支払っていた養老保険契
約に基づいて、この満期保険金の支払を受け
た原告 Xである代表者が、満期保険金の金額
を一時所得として計算を行う際に、総収入金
額に満期保険金を算入するわけですが、そこ
から一時所得の所得金額の計算上控除するこ
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とができる金額としてこの医療法人が支払っ
ていた保険料を引くことができるのかという
ものです。言ってみれば、会社が支払ってい
た経費をもとにした保険金を個人が受け取っ
たわけですが、個人の保険金の一時所得の金
額の計算をする際に、会社が支払っていたも
のを控除することができるのであろうかとい
う疑問が生じるわけです。一見すると、控除
できそうもないような感じがします。ところ
が大事なのは、何度も言いますが租税法律主
義ですから、条文に従ってこれを理解しなけ
ればならないわけです。 

まず、保険金などを受け取った場合には、
その所得は一時所得というものになります。
法人から財産をもらった場合には、一時所得
になるというふうにお考えください。一時所
得という所得は、どういうふうに計算をする
かと言いますと、所得税法 34 条 2 項に「一
時所得の金額は、その年中の一時所得に係る
総収入金額からその収入を得るために支出し
た金額（その収入を生じた行為をするため、
又はその収入を生じた原因の発生に伴い直接
要した金額に限る。）の合計額を控除し、その
残額から一時所得の特別控除額を控除した金
額とする」と規定されています。ということ
は、「収入を得るための支出した金額」―ここ
が大事になってきます―「総収入金額から、
その収入を得るために支出した金額」、すなわ
ち会社が支払っていた保険料は、その個人が
支払っていなくても「その収入を得るため」
にかかった支出ですよね。ということは、先
ほど言いましたように、「文理解釈」が重要で
あるとするならば、収入を得るためにかかっ
た支出は控除することができるはずだという
ことになります。最高裁判所は、先ほどのホ
ステス報酬事案において「文理解釈」は大事
であると判示しています。そう考えますと、
その収入を得るために支出した金額であれば
いい、と条文では規定されているわけです。 

さらに、所得税法施行令という政令もあり

ますので、併せて見ておきたいと思います。
所得税法施行令 183条には「生命保険契約等
に基づく年金に係る雑所得の金額の計算上控
除する保険料等」という見出しが規定されて
います。同条 2項 2号には「当該生命保険契
約等に係る保険料又は掛金…の総額は、その
年分の一時所得の金額の計算上、支出した金
額に算入する。」と規定されています。すなわ
ち、誰が支払ったかということは書かれてい
なくて、その保険料、掛金の総額は控除する
ことができると書いてあるわけです。という
ことは、先ほど、国税通則法の重加算税の規
定と 7 年遡及の規定を取り上げて、「納税者
が」と規定されているか規定されていないか
が大事ですという話を紹介しました。ここで
は、誰が支払ったかとは規定されていないの
で、誰が支払っていても構わないのではない
のかというように、条文に忠実に解釈してい
くと読めるわけです。そこで、この事案では、
会社代表者の Xは、所得税法 34条 2項には
誰が支払ったかとは規定されていないため、
自分が支払っていないのは事実であるもの
の、法人が支払っていた保険料について、こ
の条文からは控除できないということにはな
いというように主張したわけです。 

これは、大変悩ましい問題でありました。
争点は、まさにこの控除ができるのかどうか
というところですが、実は、第一審福岡地裁
平成 22年 3月 15日判決では、「租税法規は
できるだけ明確かつ一義的であることが望ま
しく、その解釈に当たっては、法令の文言が
重視されるべきである。」として、「文理解釈」
を重視し、Xに軍配が上がりました。誰が支
払った保険料であっても控除することができ
るとしました。ところが、最高裁平成 24年 1

月 16 日第一小法廷判決では、「所得税法は、
23条ないし 35条において、所得をその源泉
ないし性質によって 10 種類に分類し、それ
ぞれについて所得金額の計算方法を定めてい
るところ、これらの計算方法は、個人の収入
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のうちその者の担税力を増加させる利得に当
たる部分を所得とする趣旨に出たものと解さ
れる。一時所得に係る収入を得た個人の担税
力に応じた課税を図る趣旨」であるとしてい
ます。続けて、「『支出した金額』とは、一時
所得に係る収入を得た個人が自ら負担して支
出したものといえる金額をいうと解するのが
上記の趣旨にかなうものである」として、「目
的論的解釈」を展開し、下級審の判断を覆し
ました。 

先ほどのホステス報酬事案では、「文理解
釈」が大事であるとして納税者が勝訴しまし
たが、今度は逆に「目的論的解釈」が大事で
あるとして、課税当局が勝訴しました。しか
し、最高裁の判断をもう少し見てみると、「同
項の『その収入を得るために支出した金額』
という文言も、収入を得る主体と支出をする
主体が同一であることを前提としたものとい
うべきである」として、「文理解釈」も重要で
あるとしています。ここら辺が非常に悩まし
いところであります。先ほどのホステス報酬
事案は、「文理解釈」を中心としたのに対して、
この保険金に係る一時所得の金額の事案につ
いては、「目的論的解釈」を中心としたわけで
あります。 

 

おわりに 

ただし、1 つだけ言えることがあります。
これらの判決の違いを、今、私はことさらに
強調しましたが、軸足をどちらに置くにして
も、最初にお話をしましたとおり、「文理解釈」
だけで全て解決できるわけではありません。
ホステス報酬事案も「文理解釈」だけを重視
しているわけではなく、「ホステス報酬に係る
源泉徴収制度において基礎控除方式が採られ
た趣旨は、できる限り源泉所得税額に係る還
付の手数を省くことにあった」と述べており、
最高裁平成 22年 3月 2日第三小法廷判決で
も、結果的に趣旨の観点からも補強をしてい
ます。すなわち、今日の私の話では、「趣旨解

釈」なのか「文理解釈」なのかといったとき
に、どちらかの解釈手法だけで解決できるか
のごとく思われそうではありますが、実は、
最高裁は「文理解釈」を採りながらも趣旨の
観点からもきちんと補強をしているのです。
そして、保険金に係る一時所得の金額の計算
の事案でも、やはり、「趣旨解釈」を中心とし
てはいるのですが、「文理解釈」もきちんと行
われています。 

最高裁判決というのは非常に重要で、私達
の租税法の解釈に非常に大きな影響を与えま
す。そして、おそらくどの最高裁判決も、単
に「趣旨解釈」だけ、単に「文理解釈」だけ
ということを行っているわけではありませ
ん。今日お集まりいただいている皆様の中に
も多くの実務家の方がいらっしゃると思いま
す。ことさらに、ある文字だけを取り出して、
その文字がこう言っているのではないかとし
て、全体像を見ずに趣旨に反した解釈をする
ことは到底許されるものではありません。「文
理解釈」が許されるからといって、趣旨に反
する「文理解釈」は、やはり許されないわけ
でありますから、両方見ていかなければいけ
ません。ただし、そのとき、「文理解釈」が重
要だという原則は変わりがありません。先ほ
どの 2つ目の判決も「文理解釈」が否定され
ているわけではありませんので、このあたり
のことについて、もう一度ご確認をいただけ
ればと思います。 

租税法規というものは、言ってみれば財産
権の侵害規範なわけです。だからこそ税金と
いうものは、本当の危険物で、危険物ですか
らその危険物を取り扱うからには、きちんと
その説明書どおりに取り扱わないと大変なこ
とになるわけです。ともすると、財産権の侵
害に当たることとなってしまったり、公平な
課税が担保できなくなったりします。したが
いまして、必ず条文には趣旨がありますので、
あまりにも「文理解釈」だけに寄り添った解
釈論ではなく、これに趣旨を重ね合わせるこ
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とが必要なわけであります。 

貴重なお時間をいただきまして、普段あま
り条文を読むという機会がない方にも、ご参
加いただいたわけでございます。長時間ご清
聴いただきまして、誠にありがとうございま
した。 
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